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は しがき
本資料は、イギリスのウルフソソ大学（WolfsonCollege) の特別研究員（Fellow ）であり、 ケン
ブリッジ大学（UniversityofCambridge) 、ジャッジ・インスティテュート・オブ・マネジメント・
スタデ ィ ーズ(JudgeInstituteofManagementStudies) の学 部メ ンバ ーで もある マル コ ム・
ウォーナー（MALCOLMWARNER) 教授1)が、1994 年に『ヒューマン・リレ ーショッズ（HumanRelations
）』誌に掲載した「組織行動論再考」（OrganizationalBehaviorRevisited) を訳出したもの
である2）。 ニ
いわゆる経営管理論ならびに管理思想の史的展開は、科学的管理を含む古典的アプロ ーチ、人間
関係論そして行動科学へと続 く時代区分ないし分類化に よって概説される場 合が多 い3）。 本資料 で
もそ うした時 代区分 ・分類 化 に よって 、 イ ギ リ スを 中 心 と した 組 織 行動 論(OrganizationalBehavior
；OB ）の史的展開に考察が加えられている。ウォーナーは、組織行動論を、「組織の構造
と機能、そして組織内の集団と個人の行動についての研究」あるいは「社会学や心理学、さらには
経済学、政治学、社会人類学、そして生産工学 といった学問に主に依拠する学際的 で半独立的な科
学」4)としヽ つた ようにかな り広範な学問分野としてとらえる。彼は、この組織行動論を中心に、 クー
ソツ（Koontz,H. ）のいういわゆる“ジャングル化したマネジメント5 ）の流れを、時代の経過ととも
に次の3 つの分野と下位分野に区分している6）。すなわち、①1945 年以降；組織行 動論 －システ ム
論 一新人間関係論一意思決定論、②1960 年以降；人的資源論一組織開発論一組織デザイン論、そし
て③1970 年代以降；組織文化論一比較文化研究－その他の組織研究といった具合で ある。 この よう
に、彼は組織行動論を形成す る下位分野の史的展開に まで目を向け ることで、組織 の本質に迫ろ う
とす る。 だが組織行動論は、上記のような時代区分・分類化といった単線的な見方で捉えることは
できないほど、理論的にも方法論的にもかな り変質してし まっていた。すなわち、主流となるアプp
ーチ（パラ ダイ ム）は、マ クロと ミクロ・レベルの研究成果にギャップが生じ、 概念を統合する
ことができなくなってしまったのである。しかし、 ウォーナーは、「組織の理論化 が知 的袋 小路に
陥ってしまったと結論づけ るのは時期尚早である。過去 との関係を再発見したり更新する方法……
がまだあるかもしれない」 と、今後 の組織研究の方向性を示唆している≒
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われわれがここにウォーナーの論文を訳出する意義は、これまで一部の文献を除いて紹介されて
こなかった第二次世界大戦後から1990年代にかけてのイギリスの経営管理論ならびに管理思想の史
的展開を、組織行動論とその下位分野に対する批判的考察を通じて、本資料がかなり明らかにして
くれると考えるからである。
＜注＞1
）マルコム・ウォーナー教授の略歴は，次の通りである。
彼は，イギリスのウルフソソ・カレッジ（WolfsonCollege ）で産業組織論の上級研究員ならびに特別研究
員 を経 て， ブ ルネ ル 大 学 （BruneiUniversity) とヘ ン リ ー ・ マ ネ ジ ノ ソト ・ カ レ ッジ （HenlyManagementCollege
）で経営学研究の教授をつとめた後，現在ウルフソソ・カレッジの特別研究員 の職に
ある。学位としては修士号（MA ）と博士号（PhD) を取得している。現在，とくに中国と日本，またアジ
アの管理システ ム全般を対象に，異文化マネジメント（cross－culturalmanagement ）ならびにハイテタと
人的資源の関連性につ いての研究に従事七ている。近著に，『中国産業におけ る人的資 源管理』（TheManagementofHumanResourcesinChineseIndustry,Macmillan,1995
）がある。Derectory:Teachingresearchstaff,JudgeInstitute,UniversityofCambridge
より。2
）Warner レMalcolm,"OrganizationalBehaviorRevisited,"HumanRelations,Vol.47,No.lO,1994,pp.1151
－1166. なお ， 本資 料 の訳 出に 際 し ては， 著 者 ウ ォーナ ー教授 なら び に 出版 社 （PlenumPublishingCorp,233SpringStreet,NewYork,NY10013
）より翻訳の承認を受け ている。3
）経営管理学説の史的展開を体系的かっ科学的に概観し，理解するためのアプロ―チには，本資料のように
「時代区分の方法」や「時系列的に とらえる方法」 の他にも，「文献考証史的方法」，「因果関連史的方法」
そして「方法史的方法」などがある。詳しくは，拙稿「経営管理論におけ る人間観 と組織観の変遷」『経営
論集』第34 号，1990 年，103 頁の注2 ）を参照のこと。4
）Warner,op.cit 、,p.1153.5
）ハロルド・クーソツが，ファヨール（Fayol,H. ）を始祖とする管理原則論が管理過程論を経て，隣接諸科
学の知識を取り入れ進展していく様を 「マネジメントのジャングル化」と呼んだことはあまりにも有名で
あるJ し6
）Warner,op.cit. ，p.1153.7
）Ibid.,pp.1162 －1163. レ
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概 要
本論は、100年をこえる組織についての理論過程を再評価しようとするものである。まず最初に、
組織論分野の展開を時系列的に概観し、分類化と時代区分の問題を考察する。また科学的管理法を
はじめとする古典的アプローチ、次いで人間関係論そして学際的な研究分野としての組織行動論を
検討するノその後、主流パラダイムへの挑戦ならびにその価値と方法論に対する基本的な疑問につ
いて討議する。さらに「討論」では、主たる研究の限界を、その一般的な見解、その文化的偏見、
そして理論家と実務家とのギャップの面からより詳細に考察する。結論として、組織行動論は、理
論的整合性や凝集性を無視すれば、たぶんにこうした批判やより広い準拠枠を取り入れること七利
益を得てきたといえよう。 し
キ ーワード：分類化、時代区分、 パラダイ ム。
序 論
組織論分野の多くの教科書では、いまだにマックス・ウェ' バー（MaxWeber ）の初期の著作か
ら現代に至る、およそ100年に及ぶ組織論の発展過程にみられるさまざまな段階を取り上げている。
組織行動論は、こうした意味で、「巨人の肩」にのって発展してきたといえよう。それは、最近のも
のや古いものを含め長い歴史をもつが、そのことが、はっきりとした分類化や時代区分を難しくし
ている。そこで、本論ではその問題を最初に討議したい。その学説の多くが、19世紀末から20世紀
初頭に生まれたとはいえ、それが1 つのはっきりとした学問分野となっだのは、比較的最近のこと
である。（例えば、経済学分野における企業理論といったように）組織行動論を形成する下位分野の
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歴史に目を向ければ、つまり、はるか昔にさかのぼれば、さらに問題の本質を探れるかもしれない。
組織行動論分野について批判的に再検討するためには、おそらくこの分野についての全体的な流
れを最初に討議し、次いで分類化や時代区分の問題を考察するのがもっとも有益であろう。時間粋
に注目すると、われわれは、いろいろな学派の展開をみることができる。実際、X が明らかにY に
先立つという点て多くの合意が得られれば、たぶん反対意見は少ないだろう。例えば、各学派の影
響が重なり合ったり、弱まったり、強まったりしたとしても、科学的管理法が人間関係論より先に
登場したことに、多くの学者は同意するだろうづKelly,1983)。とはいっても、時としてテキストに
はっきりと引かれている各時代の境界線にも、かなり問題がある。さらに、影響力をもつ著作物の
初版本、それ以降の版本、あるいは翻訳本の刊行日が誤って伝えられれば、刊行日は意味のないも
のになってしまう。例えば、ウェーバー(1864 －1920）は、’第一次世界大戦前にドイツ語で出版し
たが、第二次世界大戦後（すなわち1947年）に至るまで、社会・経済的組織論についての彼の著作
に関する限り、英語に翻訳されなかった。同じような問題は、出版と翻訳の間にかなりの時間的な
遅れがあったファヨール（Fayol）(1841 －1925) にも起こっている。 ＼
年代記（CHRONOLOGY ）、分類化（CATEGORIZATION ）そして時代区分（PERIODIZATION ）
まず最初に、古典的アプローチ、次いで人間関係論、さらに1945年以降、行動科学として知られて
いるものを、その後の展開と批判を中心に取り上げることにしよう（図1 を参照のこと）。こうした
アプローチは、いずれも主流パラダイムを否認する人たちによって、かわるがわる批判されてきた。
例えば、19世紀末から20世紀初頭にかけての初期の組織研究は、その後の展開よりも容易に分類で
きる。これぱ、その適用範囲と応用可能性の普遍性を最初に唱えた科学的管理法と管理論をはじめ
とする一連の研究のことである。1920年代から1930年代にかけて、戦闘期の特徴をはっきりとあら
わす一連の研究、すなわち人間関係論の始まりがみられる。人間関係論研究は、主流パラダイムに
かなりの影響を与えるようになっブこ（それどころか、戦闘期以前にすでに影響を与えていたかもし
れない）。研究者たちを一貫した状況に（1927年から1932年まで）介入させることで、実験の成果が
得られ、ホーソン効果(Hawthorneeffect) は発見されたのである(Mayo,1933;Roethlisberger&Dickson,1939
）。例えば、ホーソン研究が最終的にどの程度の影響を与えたかはいい難いが
（Gillespie,1991）、新しさにおいて一定の貢献があったと思われる。－たとえ、われわれがX が重
要であると決めても、どの要因がその文脈で操作的であるかは、その後の解釈によって誤りが指摘
されるかもしれないし、その重要性が明確に実証されないかもしれない。さらに、それはすでにわ
かりきった理論を例示しているにすぎないかもしれない。
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図1. 組織行動論の分野別史的展開1870
年以降（科学的管理法以前）1890
年以降（科学的管理法一経営管理論）1920
年以降（人間関係論）1945
年以降（組織行動論－システム理論一新人間関係論こ意思決定論）1960
年以降（人的資源論一組織開発論一組織デザイン論）1970
年以降（組織文化論一比較文化研究一その他の組織研究）
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戦同期に人間関係論を構築しようとした多 くの組織研究者は、「人的要素」を そ の中心 テーマに
置いた（Follett,1941;Child,1969 ）。第一 次世界大戦では、より早くから当局は、労 働者の土気を戦
争に向けて駆 り立て ようとしていた。こうした動 きは（また第二次大戦中にも）、1918年以降の平和
時（また1945 年以降） にも起こった。 とはいえ、組織行動論が学界で大いに注目さ れ、教科の1 つ
となったのは、とくに第二次世大戦後のことであった（March,1965 ）。人間関係論が陳腐化するに
つれて、組織行動論の人気は高まった。組織行動論は、それが依拠す る各学問分野、とくに実証に
基づく社会学的・心理学的、及びその他の関連研究に、新しい理論的かつ経験的な知識 を加えた。
「組織の構造と機能、そして組織内の集団と個人の行動につい ての研究」、また 「社会学や心理学、
さらには経済学、政治学、社会人類学、そして生産工学といった学問に主に依存す る学際的で半独
立的な科学」として登場した（Pugh,Mansfield,&Warner,1975,p.l ）。1950 年代 までには、この分
野において際立った特徴がみられる ようになった。この分野は、新しい組織行動論に興味を抱く多
くの研究者たちに知られるようになるにつれて、組織心理学 者や 経営 心理学 者だも の研究領域に
なった。経営経済学の分野では、新しく強健な企業行動理論べBehavioralTheoryoftheFirm ）が
登場した(Cyert&March,1963) 。人的資源モデル（Milles,1965 ）もその後 まもな くして紹介され
たい組織運営のための 「唯一最善の方法」などまったくないと主張す るコソティンジェンシー・ア
プローチ(ContingencyApproach ）も、じきに定着したレ おそらく、この期間の近代組織行動論へ
のシステ ム思想の影響は、決して軽視できるものではないよ 組織についての1945 年以降の多 くの思
想は、システ ム思想と関連してい るか、 応用してい るものであ る。一 般シ ステ ム理論 （GeneralSystemsTheory
）は、環境と組織機能を結び付けたものである（Bertalanffy,1950) 。その ようなも
のとして、システムあ るいはそれを構成しているサブシステムが、正確に概説され、研究されるよ
うになった（Dunlop,1950 ）。当初、システム理論は生物学的な構造概念であったが、第二次世界大
戦後は、多くの知 識分野にわたって支配的な概念となった。とくにオープン・システム・アプp ―
チ（Katz,&Kahn,1966 ）は、早くからこの分野で重視される ようにな り、その後、例えば、組織
デザイン（OrganizationalDesign ）に関 する研究 で、なお一層 発 展し た（Nystrom&Starbuck,1981:Daft,1992
）。 組織学 習論（OrganizationalLearning ） へ の関心は 、 マ ーチ ＝ オ ール セ ソ
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（MarchandOlsen,1976 ）の研究で確立された。その後の研究としては、ナイスドロ―ム＝スター
バック（NystromandStarbuck,1984 ）の研究や、その他、組織が存続あるいは衰退に立ち向かう
ためにいかに「学んだことを捨て去ら」なければならないのかを扱った研究がある。また、組織的
意 思決 定 論 （OrganizationalDecisionトMaking ） や 組 織 開 発 及 び 文 化 論 （OrganizationalDevelopmentandCulture
）は、重要な下位の研究領域になった（Butler,1991）。1945年以降の活気
ある数10年間に関しては、組織行動論は、少なくとも実証主義的社会科学に関する限りは、はっき
りとした方向にむかって進んでいる ように みえ た。「将 来展 望 の共 有⊥（commonalityofperspective)
といった支配的なパラダイムが登場し、定着したのもこの戦後 の数10年間であうた
（Burrell＆Morgan/1979,p.25 ）。その観察から直接引き出された「機能主義的パラダイ ム」は。
「理論社会学的研究や組織研究に支配的な枠組みを提供した」。「機能主義的パラダイムとは、『規制
の社会学』（sociologyofregulation）にしっかりと基礎を置く展望を意味し、客観的視点からその対
象にアプロ―チすることである（1979,p.25）」。主流パラダイムとその構成部分については、図2 に
示した通りである√コ1970
年代まで、主流の組織研究者たちは、この分野が多くの有意義で相互依存的な進路に沿って
発展するだろうとまだ期待していた。現在はともかく、当時は一般的であった完全雇用状態にあっ
て、経営参加、従業員参加（employeecommitment ）、そして下位従業員の権限の増大というた組織
開発の他に、多国籍企業がそれまで以上に注目されるようになると、組織研究者たちは、次第に組
織行動論が国際的なものになるかもしれないと考えるようになったし、実際そのような兆しが一部
みえた。1960年代末から1970年代にかけて、労働者参加や自主管理といったテーマが、多く取り上
げられたことは確かだが（Strauss&Rosenstein,1970;I.D.E.,1981 ）、その後の10年間を通して1980
年代末には、そうした研究はあまりみられなくなってしまった（Strauss&Rosenstein,1970;I.D.E.,1981
）。とはいっても、経営参加への関心は、ある程度は続いていたし（Macyetat.,1989;I.D.E.,1993
）、業績変数を重視した企業成功の聖杯（つまり、企業収益性の向上）が、最近10年間の
厳しい経済環境のなかで追求されていた。上で述べたような研究を通じて、良好な労使関係への関
心が高まっていった（すなわち、旧来の人事管理論やさまざまな労使関係論に取って代わって、人
的資源管理論(HumanResourceManagement:HRM ）が新たな装いで登場してきた）。また、当時
の成功企業（例えば、Peters&Waterman,1982;Sorters,1986 とその後の著作を参照のこと）の特
性や利潤分配（Pooい989) に関する研究がみられるようになったのもこの時期であった。人的資本
の開発か、管理レベルであれ現場レベルであれ、80年代末までにどうしても必要であった（例えば、Kanter,1990;Heller,1992
を参照のこと）。
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図2. 組織行動についての代表的な理論家たち：概要
例えば、次のようなものを含む代表的な理論家たち
科学的管理
全般管理
組織的
＼ 集団的 ＼
個人的
技術的
経済的
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支配的なパラダイ ムの全体あるいは一部に対して終始批判する人たちがいたとしても、組織行動
論研究者たちは、この主流が一般化するとを強く信じていた。事実、書籍や雑誌論文は、こうした確
信を裏づけるようにみえた。確かに、北アメリカではこの主流が、広く受けいれられているようにみ
えたし、こうした傾向にあった組織研究が、とくにイギリスや他のヨーロッパの国々に広まり、新し
くビジネス・スクールとして新しい教育機関が設立されるなど、この種の知識移転にとってよい状
況にあった。しかし、このパラダイムの起源が、必ずしも北アメリカだけにあったわけではなかった。
その発端は、北アメリカ以外でも一部見受けられる。例えば、イギリスでは、実際その成果の一部は、
第一次世界大戦時に研究が開始された人間工学（Ergonomics) のなかに見い出せる。明確な形での
パラダイムは、主に社会学や心理学に依拠する1950年代から1960年代にかけて北アメリカで出版さ
れた、初期の古典的組織行動論の教科書のなかに多く認められるだけである。こうした特定の偏り
の理由については後述する。実証理論やフィールド研究を報告するモノグラフや雑誌論文は別とし
て、この分野の特徴である個人・集団・組織的レベルの分析を統合したのは、概して教科書であっ
た。上記の研究では、それらが、絶対に捨てなければならない哲学的な立場にあまりにも踏み込ん
でしまうため、たぶん、主流パラダイム研究者だけでなく、他のパラダイム研究者を十分に納得さ
せられる教科書など一冊もないはずである。とはいっても、モーガンは、その著書『組織イメー
ジ』QmagesofOrganizations,1986 ）のなかで、さまざまなアプローチをうまく整理している。
主流パラダイムでは、社会科学（SocialScience）が、組織内だげでなくその枠を越えて（Pop-per,1945
）、社会工学（SocialEngineering）が達成しなければならない主要な道具として位置づけら
れてしる。だが、社会科学という用語は、しば七ばこうした研究に資金を提供するアメリカの政策立
案者には、あまりにも概念として「ラジカル」であるため、それにかわって「行動科学」(BehavioralScience
）という用語が使われたようである。実際、この点に配慮した結果、［組織行動論］（Org-anizationalBehavior
）という用語が造られた。しかし、組織行動論という意味合いが、必ずしもす
べての研究者に受け入れられた訳ではなかった。ある者は、行動主義(Behaviorism ）との関連やそ
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のすべての言外の意味を避けたがったし、またある者は、組織論（OrganizationTheory) が組織行
動論と同じ意味合いで用いられる場合があるにもかかわらず、組織研究（OrganizationStudies）と
いう用語を用いた。しかしながら、広義の組織行動論の進展ぱ（Aronoff,1975 ）、戦後の経済成長
が、西側での個人の繁栄と国民の信頼の基盤を下から支えたように、当時の楽観主義と調和してい
るようであった。こうした状態が、いくつかの社会問題によって土台から侵食されようとしていた。
こうした事件には、それぞれに1960年代のとくにアメリカの大学での反ベトナム運動、1968年初頭
のパリでの出来事（ベトナム和平交渉一訳者）、その後世界的規模になった反ベトナム運動や、1970
年代初期の石油ショックなどがある。この分野に不満を抱いていた研究者たちは、異なる世界観の
必要性を感じていた。民族社会学的方法論（ethnomethodology）を初めとする新しいアプローチ
が、歴史上に登場したのもこの時期であった(Burrell&Morgan,1979 ）。したがって、その結果、
主流であった組織行動論に対して、多くの批判が加えられようになった。ある者は、当時の理論に
対して哲学的・方法論から異議を唱えた。またある者は、例えば、その理論が抱えた矛盾に対して
徹底的な批判を展開した。
最近、バーIJー＝カンダ（BarleyandKunda,1992 ）が、「ヤネジリアル・イデオロギー」（man 一agerialideologies
）と呼ぶ、一連の管理イデオロギーの波が注目されるようになった。それは、主要
学派の管理思想をいままでと異なった方法で要約したものである。すなわち、規範的な統制イデオ
ロギーと合理的な統制イデオロギーの波が交互にやってくるというものである。（なおこの波動に
ついては、図3 を参照のこと）。バーリーらは、「文化的に矛盾・対立する命題の存在は、本質的に
不安定な社会生活を生み出し、好況・不況といった景気循環は、二律背反の矛盾を強調する社会的
緊張を引き起こす」という（1992,p.393）。組織行動論がもつ循環的な性質を強調することで、次
に、合理的な統制イデオロギーの波がやってくることを暗示している。この理論モデルは、統合さ
れた学際的分野での組織行動論の展開を強調する単一モデルでもなければ、この「上がり下がり」
の意味は、主流パラダイムの整理統合やその後の崩壊を強調するものでもない。
図3. 管理イデオロギーの波の動き
管理のイデオロギー
産業改善
科学的管理
厚生資本主義／人間関係論
システム合理主義
組織文化
日 付1870
－1900年1900
－1923年1923
－1955年1955
－1980年1980
年－
進
N
R
N
R
N
路
備考:N ＝規範的な統制イデオロギー；R
＝合理的な統制イデオロギー（Barley&Kunda,1992,p.364 より）。
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次節のI「討論」では、一般化についての主たる組織行動論研究の限界、その文化的偏り、そして
理論家と実務に従事する管理者との隔たりについても批判的に検証する。われわれは、次に、とく
にマクロとミクロ・レベルの研究間での不一致が増大する、一研究分野と七 ての組織行動論の展開
に関わるすべての要素を説明する単一モデルは、いまだに提示されていないことに言及する。
討 論
初期の管理思想では、例えば、「組織論のすべての学派に当てはまることだが、代表的な企業の経
営実践を観察し、それを合理的に説明しようとしてきた。実際、初期の管理思想は、観察された経
営実践に一致した一般原則を導き出し、その後それを精力的に助長してきたように見受けられる」CPerrow,1970,p.H
）。こうしたことは、管理実践を観察L べそれを理論化しようとする際の最初の
段階であった。批評者たちは、おそらくウェーバー（Bendix,1963）やテイラー（Nelson,1980）以
外でも、むしろ簡単に、ごの分野で上述したような著作物を探し出せよう。こうしたアイデアは、
たいてい 千科学的」と呼ばれ、新しく登場したビジネス・スクールで教えられた。
この主流パラダイムが構築されようとしている時に、最初に管理の一般原則を唱えた人たちの中
に、実践的な経験をもつ組織研究者たちがいた。事実、例えば、F ・W ・テイラー（1856-1915 ）
は、時間・動作研究と生産管理方法を発明した（Merkle,1988;Spender,1989 ）。それ以外にも、こ
の古典的アプp ーチの代表者として次の2 人が注目に値しよう。1 人は、「1 人の従業員には、1 人
の上司（命令一元化の原則）」というた有名な格言をあらわしたアソリ・ファヨール(HenriFayol ）
（1949）（1841-1925 ）であった。また、チェスター.A ーナード（ChesterBarnard ）（1886-1961 ）
は、この伝統的アプp ―チに多大な貢献をしたいま1 人の人物であった。彼は、共通目標（1938）
を重視することで、組織の非公式的な機能ばかりでなく、公式的機能に対する経営者の役割を詳述
した。シュトラウスたち（Straussetal.）（1974，pp.4-5）によれば、こうした初期の管理研究者た
ちが、組織実践や業績の両方に多大な影響を与えたという。というのぱ、彼らの助力によって、組
織のコミュニケーションが簡素化され、迅速に処理されるようになったし、意思決定に用いられる
情報の質が向上したからである。最近では、ウィリアムソン（Williamson,1990,p.v）が、バーナー
ドのような古典的研究が「時代を超越した特徴」をもち、「組織研究に遠大で継続的な影響を与えつ
づけるだろう上と述べている（1990,p.vi）。
古典的研究は、観察を基盤にしているので、現実の組織でみられる試行錯誤による実践主義と、
組織研究者が例示する管理原則に一致点があるよう にみえたかもしれない（Perrow,1970,p.15 ）。
こうして導き出された結果は、応用され、次々とそれ以降の管理実践に影響を与えていったに違い
ない（ArgyrisandSchon,1978 ）。現実の試みの方が、理論より進んでいた場合もあった（Warner,
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1984）。 ∇ ＜ ト
組織行動論の文献は、学界や実務家に客観的知識とみなされたが、全般的に受け入れられた訳で
はなかった（評価基準に関しては、Bacharach ，1989の文献を参照のこと）。ジ ルバ ーマ ン（Silverm-an,1970
）をはじめとする、1970年代から1980 年代にかけ ての主 流パラダ イ ムに 対す る批判者たち
は、社会行動アプp ーチ(SocialActionapproach ）と呼ばれるパラダイムを 提唱した。ジルバーマ
ンらに よれば、人々の行動とは、自らの認識と信念の結果であるとい う。彼らはまた、例えば、技
術を重視したウッド ワード（Woodward,1958,1965 ）の研究や、構造の具象化に専心するあまりダに
客観性の意味をぱきちがえたアストン・グループ（AstonGroup) の研究といったこの時代の主 た
るパラダイムを構成する、多くめ研究。を生み出した人びとを非 難したレ クレ ッグェ ダ ソカーリ-
（CleggandDunkerley,1980,p.260 ）は、アス小ン研究が「客観化 の盲目的崇拝行為」（fetishisticexerciseinobjectification
）であ ると指摘する。 ピ ュー（Pughetal,1968 ）、 ブ μ ――スコナ ー
（Blau&Schonherr,1971 ）そしてチャイルド（Child,1972 ）たちぱ、組織構造を他のものと明確に
区別するために、所有権だけでなく規模や技術とい った構造変数を重視した。 アストン学派の擁護
者と呼ばれるピュ■とその仲間たちは(Donaldson,1985) 、その点ははっきりしていたが、それ以外
の人たちは、その点 はかなり批判的であった。最初の研究 グループの人だもの中でさえ、その後 √
それに対してあい まいな態度を取る者が出てきたし、支配的な組織連合の役割を重視する戦略的選
択の役割を強調する者もでてきた。非難にさらされている研究の多 くは、縦系列の要素を無視し過
程変数を過小評価する部門横断的なものとみなされた。
バレル＝モーガン でBurrellandMorgan,1979 ）といった研究者は、反組織的 ・新マル クス主義的
な急進的構造主義者とか、急進的組織論とい った代替的な組織アプローチを 基盤とするパラダイム
さえ構築したご 批判的な理論研究では、人種や性差ばかりでなく、階級・社 会的地位・権力といっ
たマクF ・レベルの変数を重視した（Flax,1990;Alvesson&Billing,1992 ）。「比喩」を用いて組織
活動を説明する方法は、モーガソ（Morgan,1986,p.l2 ）によって提唱 された。 こ ケした方法は。
「限定的だが、組織の特 徴を みたり理解することができよう」。モーガ ンは、組織の機能を研究する
際、こうした方法に よって、われわれが一方的な見方に片寄ることなく、さ まざまな見解が 「どう
して補完的あるいは矛盾さえする方法で共存するかを理解できなければならない」（1986,p.l3 ）と
い う。さらに、クレッグ（Clegg,1990 ）は、モダニスト理論ではないすべてのものを ポスト・モダ
ユズ ムとし、新しい聖地エルサレ ム（1990。p.181）とした。大量生産に関す るフ ォード主義の概念
の正体を暴き、「（例えば、多品種少量生産といった ような一訳者）弾力的な分業化」 といった概念
を 引 き出 し た こ と が 、 も う1 つ の ポ ス ト 組 織 行動 論 の反 応 で あ っ た （Post-OrganizationalBehavior)
（Piore&Sable,1984;Loveridge ＆Pitt,1990;Campbell&Warner,1992 ）。それに よれ
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ば、 ハイテク(newtechnology ）は、小さくなるほど美しかった。最近では、批判経営学研究者た
ちも、フ ーコー（Foucault ）やハバーマス（Habermas ）といった社会理論家（Socialtheorists) を
援用し、主流パラダイ ムにとらわれず、そ のテーマを広げ るようになった。
一分野として組織行動論を評価する際の新たな問題は、それが、選択された不確定 要因 （contレngency
）を所与として√一般化を 目的 としてしヽ ながら、ほとんどが一国の研究成果を論拠としてい
たことである。 例えば、たいていの論文、しモノグラフ 、教科書に引用された出典の多くは、刊行さ
れた著作物 の著者をみてもアメリカからのものであった。 こうした意味で、組織行動論をテ ーマと
する多 くり研究成果には、文化的な偏向があるといえ る。 こうした観点から、組織行動論ではさま
ざまな国 々の文化に配慮し、一層注 意を払 うべきであ る と考 え る向きもあ った(Roberts,1970;Tayeb,1988
）。続いて、「社会習慣の影響」（societaleffects）といった見出しで、こうした比較文化
的な不確定要因を概念化する研究が、登場してきた。 例えば、技術、規模、その他の変数が同じで
も、イギリス、フランス、（旧）西卜｀イツの組織構造が異なってい たとい う一部の研究者からの報告
もある(Maurice,Sorge,&Warner,1980;Sorge&Warner,1986 ）。ほとんどの主要国を対象とし
たきわめて大規模な比較文化的研究が、ホフ ステッド（Hofstede,1980 ）に よって始められた。彼の
著書『文化の重要性』（Culture'バフonsequences) は、比較文化的研究の各分野で注 目されなったと
はいえ、影響を与えた一冊であった。 この本 は、そ の後整 理統合 され、『文 化と 組織』（CulturesandOrganizations,1991
）として出版された。
シ 十イソ（Schein,1965 ）は、いち早く企業 内の組織文化概念とリーダーシップ概念を関連づけ る
研究に取り組 んだ
い。レスリス
バ―ガー＝デ ィクソン（RoethlisbergerandDixon,1939 ）めホーソン
実験に関する研究をその源泉とする、例えば、 シンボル、価値、下位文化といった概念を重視する
組織 文化的 研究 が、 先行研究（Jaques,1951 ） を基 盤 に 、 ア ー ジ リ ス＝ ス コ ソ（ArgyrisandSchon,1978
）、モーガン（Morgan,1986,1989 ）、最近のツアルニアウスカージョルジス（Czarnia-wska-Joerges,1992
）たちによって行われてきた。 例え ば4 ス ミス＝ ピ ータ ーソン（SmithandPeterson,1988
）をはじめとする何人かの研究者は、リーダーシップと比較文化的分野を 結びつけ
ることで、それぞれが異なる文化的仮説をもつ管理者が、どのように管理活動を行っているかを説
明しようとした。彼らは、受け入れ国と多国籍企業 自体の間にどうして文化的相違があるのかを明
らかにした。（この分野ではASQ として知ら れてい る） アド ミニスト ラティブ ・サイ エンス・
クォ¬タリー（AdministrativeScienceQuarterly ） の北米での覇権に匹敵する研 究誌、オ ーガ ユ
ゼーション・スタディーズ（OrganizationStudies ）が創刊された。この雑誌は、西欧の研究を中心
とするもので、この分野において より広い文化的展望を提 供しよ ケとしてきた欧州組織社会学研究
者グル ープ（EuropeanGroupofOganizationalSociologists:EGOS ）がスポンサ ーになってい る。
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近年、工業化社会として目覚し。く発展し、経済的に妬ましいらいに成功してきた日本に対する実践
面での関心は、おびただしい数の西欧企業と日本企業との文化比較に関する書籍や研究論文をもた
らした（例えば、Ouchi,1981;Aok し1988;Whitehil レ1990 ）。 ホフステ ッド ＝ ボンド（HofstedeandBond,1988
）は、「台湾」（littldragon） の経済成長率と文化目標の比較研究を行っている。 ま
た ホイットレニ（Whitley,1990 ）は、最近、東アジアにおけ る国民 の経済価値 と企業形態 の比較研
究を行 っている。 またそ れ以外にも、環太平洋地域での管理行動に注 目するものもある（例えば、Redding,1990;Fruin,1992;Warner,1992
を参照 のこと)。
ト｀ナルドツ ソ(Donaldson,1985:pp.155f ）は、主流 パラダイ ムを擁護しながらも、「組織を描く
のに価値観に左右されない方法がい までもあるはずである」とい う。「例えば、（組織を）そ れほど形
式化できないからといって、それが効果がない とか、事実上間違っているとい うことはまったくな
い。確かに、現代の状況適合的な見方は、ある程度、古典的管理論を拒絶することから出発してき
た ものであった…（1985,pp.156-157 ）」。こ うした見解は、企業にとって もっとも相応しい組 織行
動ぱ、不確定要因に依存するとい う点を大いに強調するものである。ドナルド ソンは、さらに続け
て 「組織社会学（Organizationsociology) は、世界全体の研究でもなければ、社会学全体の研究で
もない。組織社会学とは、人 々の目標が、共通した一定の取り決めに よって、どのように理解された
り、妨げられるかを人びとに より理解させようとする、控 丸めな組織調査のことである。 こうした
調査結果が、さまざまな社会のメンバーによって広 く重んじられ、世論を形成す るのである（1985,P.174
）」とい う。そ うした一方で、多くの研究者たちは、別の見解を示してい る。例えば、最 近で
は、量対質、実証主義者対非実証主義者などの幅広い間題についてすさまじい論争があった（こう
した論争の内容と特色については、モ ーガ ン（Morgan,1986 ）な らびに クレ ッグ＝ ダン カ ーリ ー
（Clegg&Dunkerley,1980 ）を参照のこと）。また、統制（control）を重視する人 々と、優先 目標と
して自律（autonomy) を支持する人 々との論争 もある（Brown,1992 ）。また、この分野の批判者た
ちの中には、こうした文献の多 くが「象牙 の塔（実社会から離れた思索 の場一訳者）」 の ものであ
り、したがって、最前線にいる専門管理者 とはまったく関連がないごとを分かっている実務家たち
が含まれている。 こうした一 連の批判は、しばしば北米型 のビジネス・スクールの学習法やその方
針に対する全般的な猛攻 の1 つの現われである。実際、『（深田祐介・植山周一郎訳）マ コーマック
のマソビ ジネス／ ハーバードでは教え て くれない経 営177 則』（WhatTheyDon'tTeachYouattheHarvardBusinessSchool,McCormick,1984
） とい う書名の批判書す ら出版 された。 とはい
え、同書は、組織行動論やその各分野について形式的・系統的に批判を加えたものではなかった。
しかし、例えば、組織開発（OrganizationalDevelopment) 概念（Beer&Walton,1987 ）を広く
普及させた一部の組織研究者は、理論家と管理者との隔たりがそれほどあるとは考えていない。 こ
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のように考える理論家と実 務家たちが、T グル ープ（T-groups ）、 チ ーム・ビル ディング（teambuilding
）、そしてアサ ーティブネス訓練（assertivenesstraining ）などとい った新人間関係論のマ
クロ・レベルの技術を発展させた(Beer&Walton,1987 ）。関連するリーダ ーシップ分野でも、モ
の後の組織行動論研究に よって、実証的かつ多面的な研究の伝統にしたがい 、新しい統 合（Hunt,1991
）が模索 された。とはいえ、例えば、「現状変革型V ―ダ ―■I（transformationalleader ）に関す
るティチー＝デバンナ（TichyandDevanna,1990 ）の研究とか、同じく、リーダーシップがどれほ
ど管理と異なるかどか、また リ- ダーシップが 「展望」を最初に思いついてから、それを企業内の
他のすべての人々に伝え ることで、どのようにして事業組織に変 化を 起こせ るかを 分析 した コ
ヅ
ター（Kotter,1990 ）の ような、知識ある実務家を読者対象とするより広範な基盤を もつ研究が現わ
れた。ある者 （Morgan,1986 ）は、実務家は経験を通じて学んだ諸概念を直観的に認識する性質を
もっているとさえ考える。 事業経営者であれ、官吏であれ、コンサルタントであれ、政治家 であれ、
労働組合員であれ、あらゆる職業において有能である管理者や専門家は、自らが組織あるいは管理
し ようとしている情況を 「解釈する」(reading ）技術 に熟練する ようになった(1986,p.ll ）。また。
（ホーソン実験やタヴィスト ック研究所 の調査研究などの ような）本源的研究の一部は、経営者が
商機をつかみ、利益を上げるために考え出されたものであるが、それが理論的 に興味深い副産物を
もたらしたこ とも事実 である。したがって、このような計画から、これまで数多くの洞察に満ちた
研究が現れ、いまだに生まれている。一方、多くのテキストでは、「よい理論ほど実践的なものはな
い」（Pughetal 。1975,p.l6 より引用）というレヴィソの格言を援用している。それは、理論と実践
の接近を促し、理論の過度 の抽象化を避け ようとするものである。
結局、本論で用いた理論家の類型の分類に、すべてのものが含 まれていないことは明らかである。
マクロとか ミクロ（あるいはメソ）レベルとしいったいかなる区分も、先に設定した時代区分と1
つ以上またがることは避け られないだろ う。それでもなお、われわれは、マクロ・レベルの研究は、
例えば、構造理論の研究者のそれと非常に似ていると思えるのに対して、 ミクロ・レベルの研究は、
個人やグループの研究者の研究によって難なく見つけられるかもしれないという 結論に至ろ う。一
部の理論家たちは、新興 の学際的研究である組織行動論を用いて、あらゆるレベルの分析を統合で
きると期待したが、これは達成 できなかったことははっきりしている。研究 テーマがより細分化さ
れる状況において、ほとんどの研究成果が、実践面での妥協案であるように思え る。市場要因の圧
力が、このプ ロセスを助長しているようにみえる。とい うのは、多 くの研究者たちがいまだに、マ
クロ・レベルの研究に傾注し ている一方で、とくに職場で応用できる可能性を もつ ミクロ・レベル
の研究に、 より多 くの公的あ るいは民間の研究資金や後援資金が支給されるように思えるからであ
る。
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われわれは、組織行動論がどのように発展七てきたかを年表、分類化、時代区分を用いて再検討
した結果、単線的な見方では、組織行動論の史的展開を実証することはできないし、1990年代まで
に、y組織行動論は、理論的にも方法論的にもこれまでのものとはかなり違ったものになってしまっ
たとI りヽ結論を下すことができよう。初期の主流パテダイムの支配が、ポスト・モダユズ ム（Post-Modernism
）の一部の研究者が寸消費者社会の社会学］（sociologyofconsumersociety）と呼ぶもの
で復活できるかどうかは、かなり疑わしい（Bauman,1992,pp.110-111 ）。いずれにせよ、主流アプ
ローチは、コンティンタエンシー・アプロ―チを採用した多変量的な実証研究に極端に依存するよ
うになっていた。また主流アプp ―チは、マクロとミタロ・レベル研究の研究成果にしだいに違い
がみられるようになり、適当なレベルで概念を統合することができなくなってしまった。組織社会
学研究者と組織心理学研究者は、別々の方向に進路を変更した。それにもかかわらず、定性的研究(qualitativestudies
）は、幅広い方法論として多変量解析とならんで高位に位置づけられ、その深
遠さにおI てヽ、（上記の研究者のいずれかの貢献があったとはいえ）卓越していた。また、この分野
で有名な雑誌の多くは、j例えば、提出された論文の多榛I
―E.をはっきりと反映していた。また、 グPI
ーバル競争といったより広範な問題ぽかりでなく、上述したような世界の国々やさまざまな文化
への興味が次第に高まりつつあった（Ohmae,1990;Porter,1990;Sklair,1991 ）。
この点から、組織の理論化が知的袋小路に陥ってしまったと結論づけるのは時機尚早である。過
去との関係を再発見したり更新する方法、つまり、「競合関係にある展望とパラダイム」を実践面で
調整する可能性をもつ、「繰り返し発生するテーマと問題ゴがまだあるか右しれない（Reed,1993,P.179)
。たとえ1980年代の激しい論争とパラダイム戦争がいくぶん弱まったとしても、おそらくそ
の混乱はまだおさまっていないだろう。
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